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１．検討の視点等 28 

(1) 背景・課題認識 29 

〇 我が国においては、これまで建設されてきた建物ストックの十分な蓄積がなされてきており、30 
また、質も向上している中で、地球環境問題への対応を含め、今後、既にストックを形成して31 
いる「既存建物」の活用と一定の良質な「新築建物」を組み合わせ、建物の価値を維持・向上さ32 
せながらできるだけ長く使い、次世代へ継承し、建物を使いこなす「ストック型社会」への転33 
換が求められている。  34 

○ 一方で、近年は、少子高齢化が進む中で、生産年齢人口の減少が急速に進んでおり、この傾35 
向は今後も続くことが見込まれている。このままでは、人口の少ない地方部を皮切りに、建物36 
を維持し続けることが困難となる状況が拡大してゆく可能性があり、日常生活はもちろんのこ37 
と、災害時における地域の復旧・復興にも支障をきたすおそれがあることから、暮らす、働く、38 
学ぶといった「生活1」を支える基盤である建物を支える人たち、すなわち建物の担い手となる39 
者を拡大し、増やしてゆくことで、「ストック型社会」を持続可能なものとすることが必要であ40 
る。 41 

○ 担い手の拡大に向けては、ＡＩやロボット技術など著しく進展するＤＸ技術の積極的な導入42 
により、建物の企画・設計・施工・維持管理などの場面において、人同士の連携が容易なもの43 
となったり、人が担ってきた作業の大幅な効率化が図られたりするなど、これまでの環境では44 
困難だった取組みが実現できるようになることが期待される。 45 

 46 

(2) 検討の視点等 47 

〇 上記の背景・課題認識のもと、担い手 WG においては、2050 年におけるストック型社会の像48 
を具体化するものとして、建物を持続的に利用することができる社会の実現を目標に、ＤＸを49 
含めた技術の活用も視野に入れ、建物2を支える担い手のあり方について検討を行った。 50 

〇 本 WG での議論を通じ、ストック型社会への転換や人口減少の進展等を踏まえた建物の担い51 
手に関する今後のあり方については、 52 
・論点①：担い手の役割の拡大と融合 53 
・論点②：役割の拡大・融合を支えるＤＸ・教育 54 

 
 
1 ここでいう「生活」とは、住宅における活動に限らず、働く、学ぶ、買い物をする、飲食する、医療・福祉サービスを受け

る、文化・芸術に触れる、運動する、交流するなど、人が社会の中で日々営む活動全般をいう。例えば、住宅での居住・家
事・休息はもちろんのこと、事務所・商業施設・工場等における労働、飲食店やホテル等におけるサービスの利用、美術
館・博物館・図書館等における文化・学習活動、病院等における医療、学校等における教育、スポーツ施設等における余
暇・健康活動などが想定される。また、「生活者」とは、属性や国籍を問わず、建物において「生活」を行う者をいう。 

2 「建築物」という言葉は、建築基準法等をはじめとする法令用語として扱われることが多く、行政関係者や建築を専門分野
とする関係者にはなじみがあるが、日常生活においては「建物（たてもの）」が一般的には使用されている。中長期ビジョン
は、「生活者（＝建物に関わるすべての人）」と一緒になって実現すべきものであり、本とりまとめにおいては、「建築物」とい
う用語に代えて、より生活者に親しみやすい表現として「建物（たてもの）」を用いている。 
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・論点③：専門人材のあり方 55 
の３つの論点で整理した。 56 

〇 本とりまとめにおいては、この３つの論点から 2050 年に目指す姿と必要な施策の方向性を57 
示す。 58 

 59 

(3) 担い手の分類 60 

○ 本 WG においては、人と建物の関わり方の違いに着目し、建物に関わるすべての人は、程度61 
の差や役割の違いはあれども、なんらかの形で建物に対する責任を負っているものと捉える62 
ことができる点に着目し、「担い手」と位置付けることとした。さらに、これらの「担い手」63 
を、下表のとおり、「所有者」、「つくる人」、「支える人」、「つかう人」の４つに大別した。 64 

○ この中でも、「所有者」は、建物そのものを社会に「提供する」主体として、建物の活用・継65 
承・解体等に関する意思決定を行う権利を有し、かつ、それに伴う根源的な責任を負ってい66 
る主体である点においても、最も重要な位置付けにある担い手と言える。 67 

○ 建物の設計・施工等に携わる「つくる人」、建物に関する制度・維持管理・金融・流通などの68 
サービス提供によって関与する「支える人」及び建物において居住、就業などの生活を営む69 
「つかう人」は、所有者によって提供される建物について、それぞれ何らかの「役割」を果70 
たす者である。「つくる人」と「支える人」は、原則として、それぞれの専門的な知識や役割71 
をもって建物に関わる者であることから、これらを総称して「専門人材」と呼称することと72 
している。 73 

 74 
表１：担い手の分類表 75 

担い手の分類 説明 具体例 

所有者 建物そのものを社会に提供する者。建物の活用・
継承・解体に関する意思決定の権利を有し、建物
に関する根源的な責任を負う者。 

－ 

専
門
人
材 

つくる人 建物を物理的に具現化するために必要となる、
企画・設計・施工などの生産プロセスに関わる役
割を担う者。 
質/技術 WG が整理した「建物バランスシート」
における「モノ」に関する責任を負う。 

設計者、施工者（建設技
能者、工務店、ゼネコン
など）、デベロッパーなど 

支える人 建物の所有・利用が円滑に実施されるために必
要となる、制度・維持管理・検査・金融・保険・
流通・情報提供等のサービス提供による支援プ
ロセスに関わる役割を担う者。 
質/技術 WG が整理した「建物バランスシート」
における「コト」に関する責任を負う。 

建物管理事業者、建築行
政関係者、金融機関、不
動産業者、ホームセンタ
ー、建材メーカー、建材
流通事業者、コンサルタ
ントなど 

つかう人 建物において、居住、就業、学習、休息その他の 居住者、就業者、学生、
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「生活」を営む者。 
質/技術 WG が整理した「建物バランスシート」
における「ヒト」に相当し、必ずしも責任を負う
とは限らないが、建物の価値を実現するために
積極的な役割（維持管理など）を果たす場合に
は、その役割に対応する一定の責任を負うこと
が想定される。 

サービス提供を受ける者
など 

 
※個別の主体ごとには、複数の分類に重複して該当する場合がある。具体例の欄に掲げているのは、代表的な例。 76 

 77 
○ また、ストック WG においては、「建物をつかいこなす」全体像として、建物に関する各段78 

階を「つくる」「つかう」「改修する」「継承する」「つかい終わる」と区分して整理したこと79 
を踏まえて、担い手が各区分でどのように関与するかを整理した表は、以下の通りである。 80 

 81 
表２：建物に関する各段階における担い手の役割の整理表 82 

 
つくる 

つかう 改修 継承 
つかい 
終わる 企画 設計 施工 

所有者 ○ 
(意思決定) 

○ 
(意思決定) 

○ 
(意思決定) 

○ 
(意思決定) 

○ 
(意思決定) 

○ 
(意思決定) 

○ 
(意思決定)         

つくる人  ○ ○  ○  ○ 

支える人 ○   ○ ○ ○ ○ 

つかう人    ○    

 83 
○ なお、個別の建物に着目した場合、①同一の者が所有者であって「つくる人／支える人／つ84 

かう人」に該当したり、②同一の者が「つくる人／支える人／つかう人」の複数の役割に該85 
当したりすることも想定される。例えば、住宅の所有者が自らその住宅に居住する場合は、86 
その者は当該住宅の「所有者」であると同時に「つかう人」に当たる（①の例）。さらに、「つ87 
かう人」が DIY により簡単な補修工事を行う場合、必ずしも専門人材ではないが、「つくる88 
人」の役割の一部を担うこととなる（②の例）。 89 

 90 

２．建物の担い手のあり方 91 

(1) 総論 92 

○ これまでの新築中心の社会においては、敷地の上にゼロから建物を企画・設計・施工する一定93 
の生産システムにおいて、いわば、専門分化された担い手（主に「つくる人」と「支える人」）94 
がそれぞれの役割を果たすことで成立してきたものと言える。こうした社会においては、「所95 
有者」や「つかう人」は、自らの建物への期待を専門人材に伝えることで、期待に応じた建物96 
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を手に入れることが可能である。 97 
○ 一方で、来るべきストック型社会は、新築建物のほかに、現に存在する既存建物も含めて多数・98 

多様な建物の選択肢から「つかう人」が自分の価値観に応じて選択することができる社会であ99 
る。「所有者」は、「建物をつかいこなす」観点から、「つかう人」が見いだす価値を実現で100 
きる形で建物を提供することが求められる。また、建物の長寿命化に応じて継承の機会も拡大101 
することを想定すると、建物の価値を維持し続けるためのつかい方の工夫の重要性も高まるこ102 
とから、「つかう人」の役割も大きくなる。 103 

○ 既存建物は、建設時期や建物の状況など新築建物に比べて条件が多様かつ複雑であり、また、104 
生産年齢人口が減少する中で、現在の新築建物を中心とした生産システムでの担い手の役割分105 
担では十分な対応が困難である。 106 

○ 一方、一定以上の質を有する建物のストックが蓄積され、また、デジタル技術をはじめとする107 
生産技術が急速に発展・高度化しており、高度な専門的知識がなくとも建物に関わることが可108 
能な領域が拡大している。 109 

○ このため、ストック型社会においては、「つくる人」「支える人」「つかう人」が担う役割の領域110 
が、これまでの領域を超えて拡大・融合していくことと、それを受けて「建物をつかいこなす」111 
という観点から「所有者」が建物の活用3・継承4・解体5等について意思決定することが望まれ112 
る（論点①）。その際、「つくる人」「支える人」「つかう人」は、積極的に他の領域の役割を担113 
い、相互に連携・補完するなど柔軟に振る舞うことが期待される。特に、「つかう人」について114 
は、従来型の社会においては、自らの建物への関与を意識する機会が少なかったと言えるが、115 
ストック型社会においては、建物に関する意識の醸成を図り、その希望に応じて建物への関与116 
が可能となる環境の構築が期待される。 117 

○ 建物分野においてＤＸ技術の開発・導入が進み、また、建物に関する教育等のインフラを整備118 
することにより、「つくる人」、「支える人」、「つかう人」それぞれの担い手の役割の拡大・融合119 
を支える（論点②）とともに、建物の中核的担い手である「専門人材」の高度化や、「専門人材」120 
が持続的に活躍できる環境の整備を図る（論点③）ことにより、「建物をつかいこなす社会」の121 
実現を目指す。 122 

 123 

 124 

 
 
3 建物の取得（新築・購入など）、維持・改修、継続的な利用を行うこと。 
4 建物を次の所有者に引き継ぐこと。 
5 建物の利用を終えて、物理的に取り除くこと。 
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(2) 各論 125 

論点①：担い手の役割の拡大と融合 126 

（2050 年に目指す姿）  127 
「つくる人」「支える人」「つかう人」がそれぞれの立場や専門性を活かしながら、その役
割が拡大し、重なり合うことにより、個々の建物や地域に応じて、相互に連携・補完しな
がら、建物をつかいこなし、「所有者」が適切な意思決定を行っている社会。 

 128 
（現状の課題認識／方向性） 129 

◾専門人材（「つくる人」「支える人」）の役割の拡大 130 

・ ストック型社会においては、建物の価値を「モノ」以外の「ヒト・コト」も最大限に活用して131 
実現6することが必要であり、「モノ」に関わる役割を担う「つくる人」や、「コト」に関わる役132 
割を担う「支える人」といった「専門人材」には、従来の新築建物が中心の社会に必要であっ133 
た設計・施工や金融・保険等のサービスを提供する役割だけでなく、従来以上に広範な役割を134 
担うことが求められる。 135 

・ 具体的には、以下の役割が求められる。 136 
 既にある建物の状態を前提として、維持管理、活用、改修など建物の価値を長期的に維137 

持・向上させる役割 138 
 建物が利用され、維持管理され、継承される過程を通じて生み出される社会的（エリア139 

的な要素を有する地域の歴史）・文化的（景観・デザイン）・経済的（建物そのもの利用・140 
運営の状況）価値などの定量化が困難な要素も含めて建物の価値を見いだし、評価する141 
役割 142 

 「つかう人」への必要な情報や知見を提供し、またはアクセスを支援するとともに、建143 
物をつかいこなすために必要な費用、またそれによって得られる価値を「つかう人」が144 
適切に理解できるよう支援する役割 145 

 建物の継承、用途変更や解体に関する所有者の意思決定支援の役割 146 
 「つかう人」や多様な専門分野の「専門人材」など建物をめぐる関係者同士をつなぎ、147 

調整する役割。 148 
・ こうした役割は、個々の建物の状況に応じて、それぞれの専門人材が、それぞれの専門性をベ149 

ースとしながら、これまでの役割を超えた領域での役割を担っていくことが求められる。 150 
・ そのうえで、専門人材については、その専門性に対する「所有者」や「つかう人」からの期待151 

も大きいことを踏まえて、本来の役割を超えた領域での役割を担う場合には、その領域におい152 
て発生する責任も意識しながら、主体的に建物の価値の実現に貢献してゆく姿勢が求められる。 153 

 
 
6 質/技術 WG において示された「建物バランスシート」の考え方を参照すること。 
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 154 

◾「つかう人」の積極的な参加 155 

・ 良質な建物ストックの蓄積とＤＸなど生産技術の進展により、「専門人材」でなくても建物に156 
関わることができる領域が拡大しており、また、今後も拡大することが見込まれる。 157 

・ 多数・多様な建物ストックが存在する中で、例えば、空き家再生のように、これまで「所有者」158 
自身も含めて社会的に認識されていなかった建物の価値を「つかう人」が見いだし、実現して159 
いく事例のように、今後は「つかう人」がより建物に関わる機会が増えると考えられる。 160 

・ 「つかう人」が建物に関わるために重要となるのは、「専門人材」と同様の知識や技能を身に161 
つけることではなく、自らの生活の場となる建物に関心を持ち、建物の価値を見いだし、価値162 
の実現に向けて積極的な参加を図ることにある。 163 

・ 「つかう人」が、建物の維持管理や利活用について関心を持ち、日常的なメンテナンスや DIY164 
を含めて主体的に建物の価値の実現に参加するためには、「専門人材」による支援が必要である。165 
「専門人材」がその専門性を活かし、建物の価値を、分かりやすく伝え、支援することにより、166 
「つかう人」は建物の価値への理解を深め、積極的に参加することが可能となる。この際、「専167 
門人材」側からのプッシュ型の情報発信ツールとして、SNS を積極的に活用することにより、168 
裾野の広い波及効果が期待できる。そのうえで「専門人材」はその専門的知見からの具体的な169 
取組の提案を行い、「つかう人」が実際に取り組み、その効果をフィードバックするなどのサイ170 
クルを回すことにより、建物価値の最大化につなげることが期待される。 171 

・ また、「つかう人」には個々の建物を利用する者としての責任は潜在的に存在するが、より積172 
極的に「建物の価値」の実現に対して責任を引き受けることも想定される。例えば、現行の建173 
築基準法においても、「十分に注意して昇降を行う必要がある旨」の表示を行うこと等を条件と174 
して、通常よりも急な勾配の階段を認める規定7や、耐火性能検証において、室内における可燃175 
物の設置を禁止することで、設計上の可燃物燃焼温度をより高く設定できる規定8などを設けて176 
おり、「つかう人」の建物への関与の度合いや責任の引き受け方に応じて、建物に対する要求水177 
準を変えることや、多様な工法の採用を可能とすることなどについても議論していくことが必178 
要である。 179 

・ このような「つかう人」による建物への主体的な関わりが進むことにより、建物の価値の最大180 
化が図られるだけでなく、「専門人材」の持つ高度な技術や技能への理解が進み、その職能の魅181 
力が広く社会的に認識され、若年世代、女性、セカンドキャリア人材等の専門人材としての入182 
職者の裾野拡大もつながることも期待される。 183 

 
 
7階数が 2 以下で延べ面積が 200 ㎡未満の建築物の階段に関する規定において、通常より急な勾配の階段を認める代わりに、両

側への手すりの設置や滑りにくい仕上げに加え、当該階段又はその近くに「十分に注意して昇降を行う必要がある旨」を表
示すること（平成 26 年国土交通省告示第 709 号第一第四号）とされている。 

8 耐火性能検証における壁や床の表面温度を「可燃物燃焼温度（最高 200℃、平均 160℃）」以上に上昇しないようにしなけれ
ばならないとする規定において、国土交通大臣が定める基準であれば、より高い温度を設定できる特例が定められており、
具体の基準については「室内の可燃物の位置、内装の仕上げその他の事項について、防火上支障がないようにするための措
置を講ずること（平成 28 年国土交通省告示第 692 号第一）」とされている。 
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 184 

◾専門人材（「つくる人」「支える人」）と「つかう人」の役割の融合 185 

・ 「つくる人」が建物に関わる領域が拡大する中で、「専門人材」である「つくる人」及び「支え186 
る人」、「つかう人」の担う領域が拡大し、個々の建物に応じて他の領域の役割を担い、または187 
連携・補完するなど、役割が融合していくと考えられる。 188 

・ 「専門人材」と「つかう人」の協働については、①どちらの主体でも行うことができる取組み、189 
②専門的な知識を持った「つかう人」であれば行うことができる取組み、③「専門人材」の指190 
導のもと「つかう人」が行うことができる取組みがある。 191 

・ これらの取組みの形は多様であり、個々の建物状況や「つかう人」の意思・能力、地域にどの192 
ような「専門人材」がいるのかによっても変わってくる。「専門人材」と「つかう人」の協働を193 
促進するためには、つかおうとする建物の情報が得られる環境の整備に加え、「つかう人」が必194 
要な知見を有する「専門人材」に円滑にアクセスし、適切な情報提供や助言を受けられるよう、195 
「専門人材」と「つかう人」のマッチング支援、意思決定支援等の仕組みが必要である。 196 

・ 多様な主体の参画や協働が進む中においては、それぞれの役割と責任を明確化するとともに、197 
それらを支える保険・補償制度等の環境整備を図る必要がある。 198 

・ 建物の価値を、社会全体や個々の建物が存する地域で共有し、その実現を促していくためには、199 
「専門人材」及び「つかう人」の双方のやりがいや参画意欲の向上につなげていくことが重要200 
である。価値がないとみなされている空き家や空き店舗であっても、改修によって新たな価値201 
を見出すことができる事例を横展開するなど、「専門人材」や「つかう人」の活躍を広く社会に202 
発信することで、担い手自身の励みや、さらなる挑戦への意欲につなげていくことも重要であ203 
る。 204 

 205 

◾「建物をつかいこなす」ための所有者の意思決定 206 

・ 建物の所有者は、建物に関して根源的な責任を有する主体であり、その活用・継承・解体等に207 
関する意思決定を行う主体である。敷地の上にゼロから企画・設計・施工する新築建物が中心208 
の社会においては、所有者が主導して建物に期待される価値を決め、専門人材の支えを得なが209 
ら、「つかう人」（自らが「つかう人」である場合を含む。）に対して建物を提供してきた。 210 

・ 一方、ストック型社会においては、多様・多数な建物ストックが存し、「つかう人」が建物を211 
選択できる中で、所有者は、「建物をつかいこなす」観点から、「つかう人」が見いだす価値を212 
実現できる形で建物を提供することが求められる。 213 

・ 既存建物については、物理的な安全性能や維持保全の履歴など、その活用や承継の意思決定に214 
おいて重要となる条件が備わっている既存建物（モノ）を前提としつつ、ヒト・コトを組み合215 
わせながら、所有者が様々な意思決定を行う必要がある。例えば、所有者が、劣化状況などの216 
建物の現況や管理状況を把握し、必要に応じて改修し（モノ）、今後の維持管理体制をどのよう217 



9 
 
 

なものとするかを計画し（ヒト）、将来にわたっての点検・補修費用や財源に関する資金計画の218 
策定を行う（コト）などが必要となる。 219 

・ 所有者が円滑に意思決定できるようにするためには、建物に関する必要な情報が入手できる環220 
境、特に建物をつかいこなすために必要な費用や負担に関する情報が透明性のある形で入手で221 
きる環境整備が必要である。また、所有者によっては、こうした意思決定を自分だけで行うこ222 
とが難しい場合があるため、所有者の意思決定を支援するマネジメントや発注者支援が必要で223 
あり、こうした分野での専門人材の役割の拡大・融合が求められる。さらに、モノだけでなく、224 
ヒト・コトを含めて、建物の価値を実現できる仕組みが必要である。 225 

・ 具体的には、「支える人」などの関係者からの意見を取り入れつつ、次の所有者における「建226 
物の価値」の実現が見込まれる場合には「継承」に向けた意思決定がなされ、それ以上の継続227 
利用が困難であると「つかい終わる」ことが判断された場合には適切な解体に向けた意思決定228 
がなされることが想定される。 229 

・ また、これから建物を活用しようとする人を含め「つかう人」の参加の拡大や「つくる人」「支230 
える人」「つかう人」の役割の拡大・協働は、建物の活用の選択肢の拡大と建物の価値の実現可231 
能性の向上につながり、所有者にとっても、建物を使いこなす観点からの意思決定がしやすく232 
なる。 233 

・ 「つかう人」の参加については、空き家や空き店舗の再生のように、これまで所有者自身も含234 
めて社会的に認識されていなかった建物の価値を「つかう人」が見いだし、新たな価値の実現235 
に向けた提案をすることが多くなると考えられる。所有者は、建物情報を蓄積し、積極的に発236 
信するとともに、「つかう人」の提案を受け止め、「専門人材」のサポートを得ながら、その提237 
案が実現できるよう意思決定していくことが期待される。 238 

・さらに、「所有者」自らが「つくる人」「支える人」「つかう人」としての役割を担うなど、積極239 
的な取り組みも期待される。 240 

 241 
（当面講ずるべき取組み） 242 
・ 建築分野及びストック活用に関する社会的意義や魅力の発信 243 
・ 「つかう人」の建物への関心・参画を促進する取組（普及啓発、学習機会の提供、相談体制の244 

充実など）の促進 245 
・ 「専門人材」と「つかう人」の協働の促進 246 
・ ストック活用、維持管理マネジメント、建物価値の評価、発注者支援等を担う「専門人材」の247 

育成のあり方の検討 248 
・ 新築・既存を含めた評価、「専門人材」「つかう人」の役割分担や責任関係、保険・補償制度等249 

のあり方の検討 250 
 251 

論点②：担い手を支えるＤＸ・教育 252 

（2050 年に目指す姿）  253 
ＤＸが担い手同士の連携や技術継承、生産性向上を支えるとともに、「つくる人」「支える
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人」「つかう人」が、それぞれの立場に応じて建物に関わるために必要な知識や技術を習得
できる社会 

 254 
（現状の課題認識／方向性） 255 

◾ＤＸ 256 

○ AI やロボット技術など著しく進展する DX 技術の積極的な導入を図ることにより、①情報の257 
蓄積・共有・活用、②技術継承や担い手育成、技術・技能の一般化による担い手の拡大、③生産258 
性向上が期待される。 259 

 260 
① 情報の蓄積・共有 261 
・ 新築建物と既存建物がともに選択肢となるストック型社会では、建物の状態や履歴を把握し、262 

その情報を担い手間で共有・継承することがこれまで以上に重要となる。DX は、建物に関する263 
情報を蓄積・可視化するための技術としてだけでなく、主体や世代を越えて繋ぐことが容易と264 
なる点でも有用であることから、「所有者」が活用・継承・解体について合理的な選択を行い、265 
「つくる人」「支える人」「つかう人」が建物の価値の実現に向けて適切な役割を果たすための266 
基盤として、その重要性を増していくことが期待される。 267 

・ 情報の共有という観点からは、建物のライフサイクル全体を通じた情報の継承と活用を図るた268 
め、建物の維持管理や利用に関する履歴、改修内容等及び価値評価等の建物情報を蓄積・共有269 
し、「つくる人」「支える人」「つかう人」が必要な時に、必要な情報にアクセスし、活用できる270 
環境を整備することが必要である。具体的には、ＢＩＭやデジタルツイン等を活用した情報共271 
有を通じて、「つくる人」「支える人」「つかう人」の連携やコミュニケーションを円滑化し、そ272 
れぞれの役割の拡大・融合を支える環境を整備することが想定される。 273 

 274 
② 技術・技能の継承、担い手育成、技術・技能の一般化による担い手の拡大 275 
・ DX 技術は、技術・技能の継承にも活用が期待される。特に、「つくる人」のうち大工をはじめ276 

とする建設技能者については、就業者の減少や高齢化が進む中、熟練技能者が培ってきた高度277 
な技能を、将来にわたって継承していくことが求められる。これまで熟練者個人の経験や感覚278 
として蓄積されてきた知識やノウハウは、徒弟制に代表されるように、現場において長い時間279 
をかけて継承されてきたが、熟練者や入職者の減少などにより困難となってきている。現状に280 
おいても、熟練技能者による大工道具の使い方や伝統的な施工技術の実演などを、SNS を活用281 
して発信するなどの取組みが見られる。今後は、こうした取組みをさらに推し進め、映像、セ282 
ンサー、データ、AI 等を活用して知識やノウハウを記録・可視化し、次世代の技能者の育成や283 
建設現場における作業や判断の支援につなげるなど、技術・技能の継承、担い手の育成に DX 技284 
術を活用していくことが重要である。 285 

・ また、これまで熟練した専門人材しかできなかった技術・技能の一部が、DX 技術により一般286 
化される。DX 技術を活用することにより、「つくる人」「支える人」がそれぞれの役割を拡大す287 
るとともに、DX 技術のサポートと必要に応じて専門人材の支援を受け、多くの「つかい手」が288 



11 
 
 

建物に関わることができるようになることが期待される。 289 
 290 

③ 生産性向上 291 
・ 生産年齢人口が減少傾向にある中では、建物の専門人材の減少も直視しなければならない。今292 

後は、建物の設計・施工・維持管理の現場において、限られた人員でも質の高い設計・施工等293 
ができるよう、ＢＩＭやＡＩロボティクス等の DX 技術の積極的な活用を通じた生産性の向上294 
を図る必要がある。 295 

・ また、「つくる人」「支える人」「つかう人」、それぞれの立場に応じ、デジタル化を前提とした296 
業務プロセスへの転換と定着を図る必要がある。 297 

 298 

◾教育 299 

・ ストック社会において、「専門人材」である「つくる人」「支える人」及び「つかう人」の役割300 
の拡大・融合や、所有者に適切な意思決定が求められる中、それぞれの立場において「建物を301 
使いこなす」ための必要な知識・知見等を獲得していくことが必要であり、建物に関する教育302 
を受ける環境が確保されることが重要である。 303 

・ 専門人材である「つくる人」「支える人」については、後述のとおり、これまで蓄積された知304 
識・知見の継承とともに、役割の拡大や DX の進展に応じた高度化が求められる。専門人材の305 
能力確保と持続的な向上が適切に図られるよう、高等教育、資格制度及び実務が連携した形で306 
教育環境を形成することが必要である。 307 

・ 「つかう人」については、まず、「建物の価値」に関心を持ち、その実現に向けて積極的な参308 
加を図ることが重要となる。このためには、幼少期から、働き暮らす生活の場としての建物に309 
親しみ、様々な教育や学びの機会を通じて建物への理解・関心を深めながら、成人後も建物と310 
の関わりを持ち続けることができる教育環境を整備する必要がある。具体的には、「つかう人」311 
が、建物の活用事例、日常的な建物のメンテナンス手法や DIY などの改修等についてインタ312 
ーネットサイトや動画等を活用しながら自ら学んだり、地域での建物活用の取り組みに参加し313 
たりするなど、建物に関与しやすい環境を整備することが必要である。 314 

・また、「所有者」「つかう人」に対し、建物を適切に維持管理し、改修や利活用を通じて長く使315 
い続けることが、建物価値の維持・向上だけでなく、環境負荷の低減や資源循環にもつながる316 
ことについて認識が広く共有されることが重要である。 317 

 318 
（当面講ずるべき取組み） 319 
・ ＤＸ・ＡＩを活用した技能継承や人材育成、建築生産プロセス・建築行政手続のＤＸ化及びデ320 

ジタル化を前提とした業務プロセスへの転換の推進 321 
・ 建物のライフサイクルを通じたデータの蓄積・共有・活用及び建物情報へのアクセス環境の整322 

備、データ活用人材の育成 323 
・ 地域の気候風土や建築文化を踏まえた「専門人材」に対する高等教育、資格制度、継続教育及324 

び実務経験等を通じた能力向上、「つかう人」に対する建物教育やデジタル技術も活用した学習325 
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機会の充実 326 
・建物の高度化、省エネ・脱炭素化等に対応するための建築設備に関する知識・技能を有する人327 

材育成の促進 328 
 329 

論点③：「専門人材」の高度化 330 

（2050 年に目指す姿）  331 
ストック型社会を支える「専門人材」の専門性が継承・発展されるとともに、多様な人材が
やりがいと誇りを持って活躍し、全国どの地域においても必要な建築サービスが確保されて
いる社会 

 332 
（現状の課題認識／方向性） 333 

◾人材確保 334 

○ 社会全体の少子高齢化や生産年齢人口の減少により、建築分野においても、建築士や建築技能335 
者など「つくる人」の減少が見込まれている。建物の価値の実現にあたり、設計や施工の中核336 
的な担い手である「つくる人」が、その専門的な技術や技能の高度化を図りつつ、将来にわた337 
って持続的に活躍できるような環境づくりが必要である。そのためには、①「つくる人」の就338 
労環境・処遇の改善、②「つくる人」の社会的役割の認知の向上、③「選ばれる分野」としての339 
建築分野の取り組みが必要である。 340 

 341 
①  「つくる人」の就労環境・処遇の改善 342 
・ まず、「つくる人」が安心して働き続け、その専門的な技術や技能を高めることができる環境343 

を整備することが必要である。建設業については、時間外労働の上限規制や適正工期の確保な344 
どによる長時間労働の是正や、適正な労務費の確保などを通じた処遇改善などを通じた直接的345 
な就労環境の向上につながる取組みが進められ、関連する法整備も進み、主に中小事業者や個346 
人事業主の受託取引の適正化も図られている。こうした動きと建築士法の趣旨なども踏まえ、347 
設計や工事監理を含め建築生産プロセス全体を通じて適切な契約・取引が行われる環境を整備348 
する必要がある。 349 

 350 
② 「専門人材」の社会的役割の認知の向上 351 
・ 次に、生活と地域を支える「つくる人」の社会的役割が、広く認知されることが重要である。352 

建築士、大工その他の建設技能者を始めとする「つくる人」は、直接的には建物の設計や施工353 
を担う人材であるが、性質的には、人々の暮らしやまちの未来を見据えながら、より豊かで快354 
適な生活を実現する空間・環境の創造に関わる職能であるとともに、災害時に地域の復旧・復355 
興を支える「地域の守り手」でもある。実際に、これまでの災害においても、建設費の低減に356 
も配慮した耐震性の高い住宅を地域工務店によって普及するなど、災害からの地域の回復力を357 
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支える社会的基盤となっている事例もみられるところである。 358 
・ また、ストック型社会においては、「つかう人」の役割の拡大が期待されるが、そのためには359 

「専門人材」がその専門性を活かし、建物の価値を分かりやすく伝え、支援することが重要と360 
なる。 361 

・ こうした「専門人材」の役割が社会的に広く認知されることで、若年世代の新たな入職を生み362 
出したり、既に就業している者のやりがいにつながったりすることが期待できる。 363 

 364 
③ 「選ばれる分野」としての建築分野 365 
・ さらに、建物の分野そのものが、次の世代から「選ばれる分野」となることが重要である。本366 

来、建築分野は、自らの専門性や技能が、建物やまちの一部となって形に残ること、人々の日367 
常生活を支えつつ災害時には地域の力として貢献できることなど、魅力とやりがいのある分野368 
である。特に、ストック型社会においては、質の確保された既存建物が蓄積され、また、建物369 
の活用に関する様々な情報が得やすくなっている中で、大きな投資や工事がなくとも建物の価370 
値を引き出し、地域の価値を向上させることが可能であり、その機会も増えていく。 371 

・ 若年層をはじめとする多様な人材が建築分野に魅力を感じ、自らのキャリアとして選択できる372 
ようにするため、働き方改革や処遇改善によって働きやすさを高めるとともに、魅力ややりが373 
いについて積極的に発信していくことが重要である。 374 

・ また、若年層に対して、建築分野が自らの成長を実感できる職業分野であることを示すことが、375 
次世代の「つくる人」を育て、建物に関する知識や技能を将来につなぐためには必要不可欠で376 
あり、キャリアパスの見える化や職業体験の機会の提供など、プッシュ型のアプローチが求め377 
られている。 378 

・ 職場環境の改善やバックオフィス業務の合理化、ロボットスーツの導入など就労環境の向上・379 
改革により、女性や高齢者を含む幅広い層の入職を可能とすることが必要である。 380 

 381 

◾「専門人材」の高度化 382 

○ 担い手の役割が拡大・融合していく中であっても、責任をもって建物をつくり、または、支え383 
る専門人材は必要である。一方、大きく進展する技術や社会状況の変化への対応、また、役割384 
の拡大などにも対応していく必要がある。そのためには、「専門人材」について、①ストック型385 
社会の新築建物に必要な技術等の高度化、②既存建物に必要な技術の高度化、③専門人材の役386 
割の拡大、④専門人材の挑戦機会の提供の取り組みが必要である。 387 

 388 
① ストック型社会の新築建物に必要な技術等の高度化 389 
・ ストック型社会における建物の新築にあたっては、将来にわたり長く使われることを前提とし390 

て、DX 技術等の最新の技術を導入しながら、災害への対応や循環型社会に対応し、また、将来391 
的な改修や用途変更、維持管理等、建物のライフサイクル全体をマネジメントすることが必要392 
であり、「専門人材」はこれに対応して知識・技術・技能を高度化していく必要がある。 393 

 394 
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② 既存建物に必要な技術の高度化 395 
・ また、既存建物については、設計図書等の情報が十分でない場合、元々の性能や管理状態の履396 

歴の把握が限定的なものとならざるを得ない。このため、現実的な方法で、事後的な点検や診397 
断を通じて建物の現況を把握するための評価手法や技術の開発と併せて、人材の育成を促進す398 
る必要がある。 399 

 400 
③ 専門人材の役割の拡大 401 
・ 今後、担い手の役割が拡大・融合していく中で、専門人材には、専門知識や技術・技能に加え402 

て、維持管理、アセットマネジメント、建物の継承、関係者との調整、つかい手への情報提供・403 
支援等、自らの専門性を基礎としながら、役割を拡大していくことが望まれる。 404 

 405 
④ 専門人材の挑戦機会の提供 406 
・ 専門人材の能力向上を図るためには、その能力を発揮し経験を蓄積する機会を確保することも407 

重要である。設計業務の選定9におけるコンペ方式やプロポーザル方式の積極的な採用、大工等408 
の熟練技能者を対象とした技能コンクール、優れた建築作品・まちづくり・技術などを表彰す409 
る制度といった、専門人材の能力が社会的に評価される取組みを実施するなど、個々の人材が410 
新たな挑戦や活躍の機会を見出せる環境を整備することが重要である。特に、設計業務の選定411 
に関しては、公共建築においては、かつては新たな建築文化の起点となってきた歴史がある一412 
方で、近年は、技術的な実現可能性に加えて、スケジュールや維持管理等も含めて総合的に評413 
価するプロポーザル方式が増えつつある。しかし、コンペ方式に比べると実績の少ない若手の414 
建築家にはハードルの高い環境となっている現状もある。発注側のリスク管理というプロポー415 
ザル方式のメリットも踏まえつつ、今後は、新たな挑戦の機会を確保する仕組みや工夫を取り416 
入れることで、建築文化のさらなる発展につながる環境づくりに貢献してゆくことが望まれる。 417 
 418 

◾建築指導行政・建築審査の担い手 419 

・ ストック型社会においては、建築指導行政や建築確認・検査を担う主体も、地域ごとの将来像420 
の実現や既存ストックの活用を通じて、建物価値の維持・向上・継承を支える重要な担い手と421 
して、その役割を発揮することが求められる。一方で、地方公共団体においては、建築主事を422 
はじめとする建築に携わる専門職員の数を確保することが難しくなりつつあり、建築行政を支423 
える体制の維持が課題となっている。 424 

・ こうした状況を踏まえ、持続的な建築審査の体制の構築に向けて、ＤＸ技術の活用や広域的な425 
サポート体制の整備等に取り組むとともに、地方公共団体や建築審査会等の体制をストック型426 
社会に対応したものに転換・強化することが必要である。 427 

 
 
9 設計業務の選定方式のうち、特に設計者の創造性や技術力を重視する方式として、コンペ方式（設計競技方式）とプロポー
ザル方式が挙げられる。コンペ方式とは、設計案を募集し、提出された提案を審査・評価することによって設計者を選定する
方式。プロポーザル方式とは、業務の実施方針や技術提案を募集し、その内容や設計者の経験・能力等を総合的に評価するこ
とによって設計者を選定する方式。 
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・ 特に、既存建物の活用に当たっては、質/技術 WG において提唱された「ヒト・コト」の積極428 
的な関与を想定した新たな制度が望まれるところであるが、この場合、「モノ」に比べると経429 
時的に変化しやすい「ヒト・コト」の要素については、「建物の価値」の実現に向けた取組みが430 
継続されていることが重要であり、許可制度等の活用も含めて、関係者との継続的な対話や状431 
況の把握を通じた、伴走型のフォローアップが期待される。また、既存建物における価値の実432 
現は、個々の建物にとどまらず、地域の価値を大きく左右する。このため、様々な許可制度を433 
活用しながら、個々の建物の活用を地域のまちづくりにつなげていくという観点からも、建築434 
指導行政の役割は一層重要になると考えられる。 435 

・ また、必ずしも建築に関する専門的な知識を有しているわけではない所有者に対して、正しい436 
制度の理解を促すためには、建築指導行政側からも、これまで以上に丁寧で効率的な情報提供437 
（例えば、プッシュ型で情報を提供できる SNS の活用や、チャットボットによるサービス提供438 
など）を進めることが必要である。 439 

・ さらに、将来における BIM を活用した建築確認も見据えつつ、個々の確認事例の収集と精査440 
を通じ、いわゆる「よくある質問」の形式などによって既往事例に関する情報が提供されるこ441 
とで、建築確認等における予見性が得られ、「所有者」の投資判断などが進めやすくことも期442 
待される。 443 

・ その上で、既存建物に対する社会からの信頼を確保する観点からは、実際に違反が生じた場合444 
の処分など、法令違反に対する実効的な抑止策となる取組みや制度のあり方について検討する445 
ことも必要である。 446 

◾広域連携・地域特性を踏まえた取組み 447 

・ 持続可能な地域を実現するとともに、災害発生時の仮設の建物や復旧、復興などの体制が全て448 
の地域で確保される必要がある。 449 

・ 一方で、地域によっては必要な人材や知見を地域内で確保することが困難となる状況も想定さ450 
れることから、「専門人材」同士が地域を越えて技術的知見を共有し、人材育成・交流を図り、451 
必要に応じて補完するなど、広域的なネットワークの形成を進める必要がある。 452 

・また、地方公共団体の建築職員、建築審査会等は、それぞれ地域のまちづくり、既存ストック453 
の活用及び地域の専門人材の育成・確保といった重要な役割を担うことから、専門性の確保や知454 
見の共有を図りつつ、広域的な連携や相互支援を進める必要がある。 455 
・ あわせて、気候風土や社会経済状況など各地域の特性に応じた既存建物の活用や、専門人材の456 

確保・育成を図る必要があり、地方公共団体や建築審査会等の取組の強化が必要ある。 457 
 458 
（当面講ずるべき取組み） 459 
・ 建築士や建設技能者等を対象とした、働き方改革や処遇改善（建設技能者の直接雇用、事業継460 

承や M＆A による経営基盤の強化等）を通じた魅力ある就業環境の整備 461 
・ 高等教育、資格制度、継続教育及び実務経験等を通じた建物のライフサイクル全体をマネジメ462 

ントできる専門人材の育成・高度化 463 
・ 建築ストックの評価、維持管理、アセットマネジメント、建物継承等に関するリスキリングの464 
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促進 465 
・ 高度化・専門分化する建築分野に対応した資格制度のあり方の検討 466 
・ 設計コンペ、技能コンクール、表彰制度など、専門人材の能力が社会的に評価される取組みを467 

積極的に実施するとともに、公共建築物におけるプロポーザル方式においても若手の「つくる468 
人」が挑戦・活躍できる工夫を取り入れるなど、発注・選定環境の整備 469 

・ ＤＸの活用や広域連携体制の整備により、行政・民間の建築審査体制の高度化・持続性の確保 470 
・ 地域での人材育成・人材環流など担い手不足に対応するための取組みの促進（建築技術者、建471 

設技能者、行政職員を含む） 472 

３．最後に 473 

○ 建物の価値は、安全性や機能性といった専門的な知識や経験によって実現される要素によっ474 
て評価されることが多いが、今後の「大転換」によって目指される「建物をつかいこなす社会」475 
の実現にあたっては、建物を「ストック」として長くつかい続けることが高く評価されるよう476 
な価値観の醸成が必要とされるため、従来の要素に加え、歴史、文化、景観、利用のあり方等477 
の多様な要素を、社会全体で認識できるような環境づくりが求められる。 478 

○ 今後は、建物の価値を、新築時の性能や資産価値のみによって捉えるのではなく、その利用479 
フェーズまで視野に入れた取組みを通じて生み出される社会的・文化的・経済的価値を含めて480 
評価する社会への転換を目指すこととなる。その実現に向けては、建物を「つかいこなす」現481 
場において、「つくる人」、「支える人」、「つかう人」の担う領域がこれまでの役割・専門分野を482 
超えて拡大・融合することとなる。この場合、専門人材の役割は、広範化・高度化するととも483 
に、「つかう人」には、建物により積極的に関わっていくことが期待される。 484 

○ 建物は、それを支える人々の存在なくして成り立たない。建築に関わる多様な「担い手」の485 
役割が、社会において広く理解・共有され、「つかう人」一人ひとりが建物の価値を支える主体486 
となる社会の実現を目指すことが必要である。今後は、「担い手」の中核たる「専門人材」の高487 
度な知識・技術の継承と発展を図るとともに、新たな「担い手」として多様な主体の参画機会488 
の拡大と、これらの「担い手」同士の協働を促すための環境整備に向けた提案をもって、本 WG489 
におけるとりまとめとしたい。 490 


